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序 　 　 　 文

　パキスタン・イスラム共和国政府は、国内各地で鉱物資源調査を実施している石油・天然資源

省傘下のパキスタン地質調査所（Geological Survey of Pakistan：ＧＳＰ）が、建物の老朽

化及び機器の陳腐化、また、資金力及び技術力の不足から岩石鉱物の分析のほとんどを海外に依

存してきているという問題に対処するため、ＧＳＰに新たに地質科学研究所（Ge o s c i e n c e

Laboratory：GeoLab）を建設し、自国での地質分析の実施及び有用鉱物資源の調査を推進する

ことを計画し、我が国に対して無償資金協力及びプロジェクト方式技術協力を要請してきまし

た。

　この要請を受けて我が国政府は、国際協力事業団を通じて1990年10月より５年間にわたり協力

を実施し、さらに、1997年３月までフォローアップを行いました。

　本アフターケア調査団は、パキスタン政府より要請のあった我が国供与機材の補充及び同研究

所の研究者の研究能力の向上について、プロジェクトの運営状況を確認し、成果の一層の定着を

図るための支援方策について協議することを目的に、2000年11月10日から20日まで派遣されまし

た。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに本調査団の派遣に関し、ご協力を頂いた日本・パキスタン両国の関係各位に対し深甚の

謝意を表すとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

2000年11月

国際協力事業団

鉱工業開発協力部

　部長　林　典伸
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１．調査団の派遣１．調査団の派遣１．調査団の派遣１．調査団の派遣１．調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

(１) 経緯

　パキスタン・イスラム共和国政府は、パキスタン地質調査所（ＧＳＰ）の設備が老朽

化し、資金、技術力不足から岩石鉱物の分析のほとんどを海外に依存しているという問

題に対処するため、ＧＳＰに新たに「地質科学研究所（GeoLab)」を建設し、自国での地

質分析の実施及び有用鉱物資源の調査を推進することを計画し、1988年、我が国に対し、

無償資金協力及びプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　我が国政府はこの要請を受けて、国際協力事業団を通じて1988年12月に事前調査団、

さらに1989年４月に長期調査員及び基本設計調査員を派遣した結果、1989年12月に無償

資金協力に関する交換文書が交わされ、1990年３月にはプロジェクト方式技術協力に関

する実施協議調査団を派遣してＲ／Ｄの署名を行った。

　このプロジェクトは、1990年10月１日から1995年９月30日の５年間にわたり、地質・

鉱床の探査技術分野での人材養成を行うことを目的として実施された。さらに終了時評

価調査の結果、1997年３月31日までフォローアップの必要が認められ、これまで移転さ

れた技術の応用能力の向上を図り分析結果の総合解釈の技術を移転することを目標とし、

おおむね達成された。

　しかしながら、今般、パキスタン政府は、プロジェクト終了後３年５か月が経過し、

一部の機材についてはスペアパーツの供給や修理が不可欠な状況になってきていること

や、最近では、分析のニーズが多様化し、それに対応するより高度な分析技術が求めら

れており、現行のGeoLabでは、ハード的にも、ソフト的にも対応できなくなっているこ

とから、アフターケア協力を要請してきたものである。

(２) 背景と目的

　パキスタン政府は地質科学研究所における我が国の協力を高く評価しており、プロジェ

クト終了後もフォローアップ及び短期専門家の要請を行い、我が国もこの要請を踏まえ

協力を行った。

　パキスタンは、世界でも有数の地質資源を有しているが、地質科学研究所にて行われ

たプロジェクトでは、インド亜大陸とユーラシア大陸の衝突を地質学的に証明した実績

があり、世界の地質学者からも注目を集めているところである。この証明以降、パキス

タン内外の研究者が頻繁に同研究所を訪れ、研究依頼があるなど活動が活発化しており、

そうした依頼に応えるには研究機材の補充及び同研究所研究者のさらなる育成が必要と
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なってきている。

　また、第二国、第三国研修も要請されているところ、これらと連携することで、研究

等の技術協力による効果が期待される。

　以上より、我が国の供与機材の補充を行うとともに、同研究所の研究者の研究能力の

向上を図り、ひいては南西アジアの中心的な研究機関となることを目標とし、同研究所

の現状を調査するとともにアフターケア協力計画を策定するために今回調査団を派遣し

た。

１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

氏　名 分　野 所　　　属

久保　和也 団長・総括 通商産業省　工業技術院　地質調査所　地質部長

白波瀬輝夫 技術移転計画 通商産業省　工業技術院　地質調査所　国際協力室客員研究員

中島　　隆 機材計画 通商産業省　工業技術院　地質調査所　地殻化学部　主任研究官

高木　邦夫 協力企画 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力　第二課
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１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

日順 月日 曜日 調査内容・行程 宿泊地

１ 11月10日 金 ・移動 イスラマバード

　成田⇒(PK853)⇒イスラマバード

２ 11月11日 土 午前　地質科学研究所表敬 イスラマバード

　　　 　　　石油・天然資源省表敬

午後　地質科学研究所視察

３ 11月12日 日 資料作成 イスラマバード

４ 11月13日 月 午前　ＪＩＣＡパキスタン事務所打合せ イスラマバード

　　　 　　　在パキスタン日本国大使館表敬

午後　経済局（ＥＡＤ）表敬

５ 11月14日 火 地質科学研究所との協議 イスラマバード

６ 11月15日 水 地質科学研究所との協議 イスラマバード

７ 11月16日 木 午前　ミニッツ案協議 イスラマバード

午後　Ｍ／Ｍ署名

８ 11月17日 金 午前　報告書作成 イスラマバード

午後　ＪＩＣＡ事務所報告

９ 11月18日 土 ・移動　イスラマバード⇒ラホール ラホール

10 11月19日 日 ・移動　ラホール⇒(TG506) 機中

11 11月20日 月 　　　　　　　　　　　⇒バンコク⇒(JL708)⇒成田

１－４　主な面談者１－４　主な面談者１－４　主な面談者１－４　主な面談者１－４　主な面談者

＜パキスタン側＞

（大蔵省経済局） Mr. Muhammad Aslam ：Duputy Chief

（石油・天然資源省） Mr. Abdullah Yusuf ：Secretary

Mr. Jahangir Bashar ：Joint Secretary

（地質調査所） Mr. S. Hasan Gauhar ：Director General

（地質科学研究所） Mr. Muhammad Sakhawat ：Project Director
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＜日本側＞

（日本大使館） 沼田大使

高橋一等書記官

（ＪＩＣＡ事務所） 中原所長

木下所員

Mr. Sohail Ahmad ：Senior Programme Officer
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２．調査協議項目、対処方針と調査結果２．調査協議項目、対処方針と調査結果２．調査協議項目、対処方針と調査結果２．調査協議項目、対処方針と調査結果２．調査協議項目、対処方針と調査結果

１．パキスタン側

の体制

(１)組織

(２)人員の配置

状況及び教育

レベル

(３)予算

(４) 供与機材の

状況

・本プロジェクトは石油・

天然資源省の地質調査所

の部門の１つである地質

科学研究所（GeoLab）に

属している。

・第三者（地調）評価調査

によると地質科学研究所

のスタッフの数は所長以

下48名

所長 １名

副所長 １名

主任研究員 ３名

研究員 ７名

準研究員 ８名

研究補助員 ４名

事務員 ５名

運転者 ６名

技官 13名

・1999－2000年度の予算額

は 2,304万8,240Rupeesで

ある。

・第三者（地調）評価調査

によると機材の管理は適

切に行われている。

・石油・天然資源省地質調

査所及びGeoLabの組織の

現況を確認しミニッツに

添付する。

・本アフターケア対応Ｃ／Ｐ

のリストを入手し、ミ

ニッツに添付する。

・研究体制やレベルを調査

する。

・左記を再確認する。

・GeoLabの予算の支出内訳

を確認する。

・運営予算確保の状況を確

認する。

・左記を再確認する。

・左記を確認しＭ／Ｍに添

付した。

・左記につき調査し、ミ

ニッツに添付した。地質

科学研究所のスタッフの

数は所長以下48名。

・研究実績を調査し、ミ

ニッツに添付した。

・左記を再確認した。

・左記を確認し、ミニッツ

に添付した。

・2000－2001年の予算を確

認しミニッツに添付し

た。前年度に完済となっ

た土地代、耐久財等を除

く運営予算が確保されて

いることを確認した。

・左記を再確認した。

調査・協議項目 現　状 対処方針 調査結果
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調査・協議項目 現　状 対処方針 調査結果

(５) 活動状況 第三者（地調）評価調査で

は以下の活動を行っている｡

・以下の技術開発の実施。

１)コヒスタン地域の岩石

及び鉱床の調査研究

２)北西辺境州の岩石及び

鉱床の調査研究

３)カシミール地域の宝石

鉱床の調査研究

４)パンジャブ州の工業原

料鉱床の調査研究

５)バロウチスタン州の岩

石及び鉱床の調査研究

６)シンド州ナガールパル

カル地域の地質の調査研

究

７)イスラマバード及びパ

ンジャブ州における環境

汚染の調査研究

８)ＸＲＦによる微少試料

の高精度分析技術の開発

・その他

１)機材・施設の修理、整備

２)技術相談・依頼分析

３)国内他団体からの依頼

調査

・下記の８コースが設定さ

れている。

１)野外地質調査法

２)岩石鉱物の機器化学分

析

３)地球化学データの応用

技術

４)宝石鉱床の地質と鉱物

５)ＸＲＦによる全岩石分

析法

６)鉱石顕微鏡

７)環境地球化学

８)ワジリスタン・オプティ

オライトの地質と鉱床

・各調査研究プロジェクト

の現況を確認する。

・今後の活動についての姿

勢及び体制を調査する。

・現在設定されているコー

スの概要を確認する。

・研修コースの実施状況を

確認する。

・各調査研究プロジェクト

の現況を確認しＭ／Ｍに

添付した。

・GeoLabの今後の活動計画

を確認し、Ｍ／Ｍに添付

した。

・研修コースの設定状況を

確認し、Ｍ／Ｍに添付し

た｡

・研修コースの実施状況を

確認し、Ｍ／Ｍに添付し

た。
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調査・協議項目 現　状 対処方針 調査結果

２．日本側の対応

(１) 要請内容

(２) 機材の供与

・今回のアフターケア協力

の要請内容として、機材

の供与、建物の拡張、専

門家の派遣、が要請され

てきている。

・アフターケア要請では､

１　ICP-MS設備一式

２　UPS（無停電電源装置)

３　XRF設備一式

　の要請がなされている。

・第三者（地調）評価調査

によると、車両の更新へ

の要望がなされている。

・第三者（地調）評価調査

提言によると、更新の必

要のある機材は優先順に

以下のとおり。

１　ICP-MS設備一式

２　UPS（無停電電源装置)

３　スペアパーツ

・既に実施したプロジェク

トの協力範囲内での技術

協力が中心であるアフ

ターケアスキームの説明

を行い、建物の拡張は実

施できないことを説明す

る。

・協力期間についてはＭ／Ｍ

署名日から2002年３月31

日までとすることを提案

し結果をミニッツに記載

する。

・当方の予算及び部品調達

の状況により、すべての

要望に答えられるわけで

はない旨を説明する。

・今回の協力を効率的に行

うために、ICP-MS設備を

中心に、優先順位を付し

た要望機材リストを作成

し、ミニッツに記載す

る。

・予算、調達可能性を勘案

した上で、供与する機材

を決定する旨説明し、ミ

ニッツに記載する。

・決定結果は後日連絡する

ことを説明する。

・据え付け・調整及び修理

はGeoLab側で主体的に実

施することを説明し、ミ

ニッツに記載する。

・現地調達の可能性を調査

する。

・Ａ４フォームの提出につ

き説明する。

・アフターケアスキームの

説明を行い、建物の拡張

は実施できないことを説

明した。

・左記を確認し、ミニッツ

に記載した。

・左記を確認した。

・パキスタン側と協議を行

い、ICP - M S設備を中心

に、優先順位を付した要

望機材リストを作成し、

ミニッツに添付した。

・左記を確認し、ミニッツ

に記載した。

・左記を説明した。

・左記を確認し、ミニッツ

に記載した。

・ICP－MS設備が、現地調

達可能であることを確認

した。

・Ｍ／Ｍ署名後Ａ４フォー

ムを提出することを確認

した。
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調査・協議項目 現　状 対処方針 調査結果

(３) 短期専門家

派遣

(４) 研修員受入

れ

３．協力期間

・今回アフターケアにあ

たっては、

１　地球科学（ICP-MS）

２　分析機器

３　地質学

４　鉱物学

５　薄片作成

の各分野の短期専門家の

派遣要請がなされてい

る。

・また、

１　チーフアドバイザー

２　鉱物学

３　地球化学機器分析

の各分野の長期専門家の

派遣要請がなされてい

る。

・今回のアフターケア要請

にあたって研修員受入れ

の要請はない。

・アフターケア要請では、

1999年～2001年の２年間

の要請がなされている。

・要請の内容について詳細

を確認し、｢２．日本側の

対応」に基づき、国内支

援の状況も勘案し、協力

内容を協議する。

・派遣時期については、今

回供与する機材の据え付

け時期（平成13年度上期

予定）を考慮し調整す

る。

・アフターケアでは、原則

として、長期専門家の派

遣は実施できないことを

説明する。

・アフターケアでは、原則

として、研修員の受入れ

は実施できないことを必

要に応じ説明する。

・ミニッツの署名日から

2002年３月31日までとす

ることを提案し、協議結

果をミニッツに記載す

る。

・要請内容について詳細を

確認し、｢２．日本側の

対応」に基づき、国内支

援の状況も勘案し、協力

内容を協議し、優先順位

を付してミニッツに添付

した。

・派遣時期については、今

回供与する機材の据え付

け時期、相手国の活動ス

ケジュールを考慮し調整

することとした。

・左記を確認した。

・左記を確認した。

・左記を確認し、ミニッツ

に記載した。
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３．調査団所見３．調査団所見３．調査団所見３．調査団所見３．調査団所見

(１) パキスタン地質科学研究所アフターケア調査団（以下調査団）は11月10日夜イスラマ

バードに到着、翌日より調査を開始した。地質科学研究所、石油天然資源省、経済局は

調査団の訪問を歓迎し、互いの親交を深めあった。

　石油天然資源省及び経済局は地質科学研究所のめざましい発展と昨今の活躍に注目し

ており、本研究所における日本政府の役割を高く評価し、日本に対して感謝の念を表明

するとともに、今後のアフターケアについても強い期待を抱いていることを述べた。

　本調査団は地質科学研究所の機器の現状及び活用状況、研究活動の現状、研究者の研

究能力等について調査し、アフターケアプログラム（以下プログラム）に関する要請機

材、要請専門家の専門分野、本プログラム実施のための両国の役割等について、パキス

タン側と十分に協議し、合意に達してＭ／Ｍを取りまとめ、11月16日Ｍ／Ｍに署名した。

(２) 調査概要

　パキスタン地質調査所地質科学研究所の、プロジェクト終了３年半後の現状について

調査を行なった。研究所としての活動はおおむね順調で、パキスタンにおける地質科学

研究の先端を担う役割を果たしてきている。国内外の研究者や技術者を対象にした研修

コースの実施や、学術雑誌 GEOLOGICAの刊行をはじめとする研究成果の出版が活発にな

されている（ANNEX ７－１、７－２、７－４)。今年９月に開かれた第３回南アジア国際

地質学会議（GEOSAS）には当研究所の研究者の半数以上が参加してそれぞれ論文発表を

行なうなど、その活躍は内外で注目されるようになっている。

　当研究所のもう１つの使命は、国内で最高水準の化学分析センターとして質の高い化

学分析を行なうことである。当研究所創立時の無償資金協力とそれに続くプロジェクト

技術協力によって、パキスタン国内のインフラ事情の許す範囲では最高レベルの分析装

置が導入され、実用化された。プロジェクト開始時に導入されたこれらの大型装置は、

約10年を経て少しずつ老朽化しており、プロジェクト終了後は短期専門家の個別派遣と

パキスタン側研究者の努力で修理を重ね、何とかしのいでいるものもある。それらの一

部には更新が望ましいものもあり、その後新しく開発された多試料の迅速な微量元素分

析が可能な装置の導入が望まれる状況である（Annex３－２参照)。

　当研究所創立にあたっては、パキスタン地質調査所のクエッタ本所、イスラマバード

支所、ぺシャワール支所、ラホール支所から最強の研究者を数名～若干名ずつ集めてス

タートした。これは当時パキスタン政府の方針で数年来新規採用ができなかったために

現有勢力から選抜せざるを得なかったことによるが、選抜された研究者のレベルは非常
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に高く、技術指導を吸収する力に問題はなかった。地質科学研究所のパワーアップと若

手研究者の育成を図るため、プロジェクト期間中に臨時雇用されたResearch Associate

はその後も継続勤務が認められており、その中の多くが日本への留学や研修の機会を得

て、当研究所の活動のレベルアップに寄与している（Annex６参照)。

　幸い今年度、パキスタン政府により15年ぶりにパキスタン地質調査所全体で14人の新

規採用が認められ、うち５､６人が地質科学研究所に配属される予定になっている。現在

パキスタン政府は行政改革を計画中で、その中で当研究所をパキスタン地質調査所の中

核研究所とする案もあるとのことであるが、それによる研究費の大幅な増額は望めない

情勢であるらしく、今回のアフターケアプログラムにかける関係者の期待はなみなみな

らぬものがある。

(３) 協議概要

１) 機　材

　アフターケア要請は使用頻度及び故障発生の頻度の高い機材で、より機能の高いモ

デルが製造されているもの、及び電源の不安定さから機材を保護するために必要な無

停電電源装置（ＵＰＳ）の間に優先順位を付けて提案された。第三者（地調）評価調

査においては、大型機材の更新は予算の範囲を考慮すると１台に限られるため、他の

機材に必要な高額でないスペアパーツを含めて順位を付けて提案することが助言され

た。また、その際に調査用車両の消耗がはげしく、かつ良質の車両が国内で調達でき

ないなどの理由で要請に加えることができないかとの相談を受けたので、調査団の派

遣までに検討し協議の中で回答し、要請に含めるかどうかを判断することとした。

　調査団の派遣前の検討で機材の調達方法を決めるために必要な情報として、要請さ

れている機材の現地でのメンテナンス体制及び納入実績、国内での競合する製品の価

格と機能などの情報を双方で収集し、パキスタン側と協議した結果、パキスタン側が

現地でのメンテナンス体制を重視して強く現地調達を希望していることもあり、特に

ICP-MSについては極力現地調達で対応することが望ましいと考えられる。

　調査用車両については、本邦の方針として車両は原則として現地で維持、更新すべ

きであること、近く現地でも調査用車両の製造販売が始まるとの情報もあることを述

べた結果、要請には含めないが、Ｍ／Ｍの本文の中に調査団の助言として、パキスタ

ン側が調査用車両の更新に努めるべきであることを明記することとした。

　さらに、要請に含まれているＵＰＳについても、機材の保護維持のための施設の一

部と考えるとパキスタン側で手当てすべきことを述べた結果、車両と同様に調査団の

助言として、Ｍ／Ｍの本文の中に、機材の保護維持のためにパキスタン側が特にＵＰＳ
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の導入に配慮すべきことを明記することとした。

　協議の中で、要請している大型機材のICP-MSの機能に同位体比を十分な精度で測定

できる機能があるかとの質問があり、同種機材にはそのような機能を持つものもある

が、今回の予算の範囲では不可能であるが、現在の機材よりはるかに機能が高く、か

つ高価なガスの消費量が節減できると説明した。同時に、要請書にあったＸＲＦは、

現在の機材がスペアパーツあるいはソフトウエアを更新することで当分使用できると

説明し、今回の協議の中でソフトウエアの更新を、ICP-MSに次ぐ要請順位とすること

とした。

　この他、要請書には国内向け集団研修や所外に開かれた研究集会、講演会などに対

応できる施設の増設が含まれていたが、協議の中でこのような施設はパキスタン側で

対応すべきもので当方では対応が出来ないことを説明して要請に含めないこととした。

２) 専門家

　専門家としては、当初、まず要請の最優先されている機材であるICP-MSの測定技術

に関する専門家、納入後９年を経て故障のしばしば発生している主要な分析機器のメ

ンテナンスの専門家、当研究所の今後数年間の研究計画の多くの部分を占めている北

部の地殻深部の岩石に関する専門家、担当者が来年度から転出することで測定の担当

者を養成する必要が発生したＥＰＭＡの測定技術に関する専門家、さらに担当技術者

が新たに採用された機会に薄片作成の指導のために既に２回派遣された経験のある専

門家を要請してきた。

　協議の中ではICP-MSに関する専門家を２名としたい、また、最近研究計画にクロー

ズアップされてきた環境汚染の地球化学に関する専門家も要請してきた。これに対し

て環境汚染の専門家の多くはICP-MSを使用した研究を行なっているので、ICP-MSの応

用面の専門家として推薦できると回答した結果、ICP-MSに関する地球化学の専門家１

名と、環境に関する地球化学の専門家１名の要請とした。さらに、分析機器の専門家

として使用頻度の高いＸＲＦに関する専門家を希望しているという要請があったが、

本邦で適当な人材が何人かいるので検討すると回答し、要請はＸＲＦだけでなく他の機

材のメンテナンスもできる人材としておくこととした。地質学及び鉱物学の専門家に関

しては、今年度からＧＳＰに新規採用される研究者の一部が当研究所に配属される可能

性が高いので、転出する研究者の後に据えて基礎から分析技術のみならず、野外におけ

る研究についても研修を行なうため、これらの分野の専門家を要請することとした。

　また、薄片作成については以前からの良い技術を身に付けた技術者が在職している

ので、新しい技術者に対する研修は独自にできるということで要請に含めないことと

した。
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　なお、当初の要請に長期専門家が含まれていたが、協議の中で当プログラムでは対

応できないことを説明し、納得された。

(４) 団長所見

　地質科学研究所の人たちとの交流の結果、所長以下研究員・補助職員に至るまでパキ

スタンを代表する研究機関の一員であるということに誇りを持っているということに感

銘を受けた。

　研究所内は研究室のみならず、岩石保管庫にいたるまでパキスタンでは希有なほど清

潔かつ整頓されていた。

　各種の分析機器は整備が行き届き、担当の各研究者によって精度の高い分析が行われ

ていた。現在故障中の機器についても、放置されることはなく各々対応策が取られてい

る。ただし故障の原因の多くは、不安定な電圧や頻発する停電などパキスタンのインフ

ラの整備を必要とするものが多く、常時すべてがベストの状態にあるということは期待

できない。この点に関してはより広い観点からの指導が必要と感じた。

　研究者は各々の役割を積極的に果たすと同時に、独自の研究テーマに意欲的に取組む

姿勢を見せている。また、その研究能力及び最近の成果は国際的にも十分通用するもの

と判断した。しかしながら、彼等の能力と意欲を十分に生かすためには、適切な研究プ

ロジェクトの策定と研究費の配分、特に野外調査のための旅費及び不可欠の調査用自動

車（四駆）の手当てが必要であるが、パキスタンの実情ではなかなか困難であるようで

ある。また、更新を必要とする分析機器は今後増加していくが、それらの点においても

今後日本側の貢献できる部分は少なくないと思われる。

　総体的に見て、本研究所は非常に望ましい形で進展を続けており、それには日本の多

面的な協力が不可欠であったのは言うまでもないが、今後も日本側の適切な援助によっ

て一層の発展が期待できる。科学技術分野に対する社会的位置が必ずしも高くないパキ

スタンにおいては、本研究所を今後も適切な形でサポートしていく必要があると考える。
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４．調査結果の要約４．調査結果の要約４．調査結果の要約４．調査結果の要約４．調査結果の要約

　標記アフターケア調査団は、2000年11月10日から20日まで、パキスタンに滞在しパキスタン側

と協力内容について協議を行った。

　その結果をＭ／Ｍに取りまとめ、11月16日、ＧＳＰ所長Mr.S.Hasan Gauharと久保団長との間

で署名交換を行った。

　その概要は以下のとおり。

４－１　プロジェクトの運営体制４－１　プロジェクトの運営体制４－１　プロジェクトの運営体制４－１　プロジェクトの運営体制４－１　プロジェクトの運営体制

(１) 先に協力が行われた本プロジェクトの成果をより普及させるために、アフターケア協

力を行うものである。

(２) 本アフターケアは、ＴＳＩ（Ｍ／Ｍ　Annex１）に従い実施される。

(３) 実施機関は、ＧＳＰである。

４－２　日本側の果たすべき役割４－２　日本側の果たすべき役割４－２　日本側の果たすべき役割４－２　日本側の果たすべき役割４－２　日本側の果たすべき役割

(１) 機材供与

　パキスタン側から要請のあった機材について、優先順位を付したリストを作成しＭ／Ｍ

に添付した（Ｍ／Ｍ　Annex３－１)。

　調査団はこの要請を日本側に伝えることに合意した。実際の機材供与は、日本側の予

算状況、調達可能性を考慮し行われる。

　両者は、番号をそれぞれの機材につけ優先順位とした。さらに、両者は上位の機材が

調達困難な場合は、範囲に収まるまで下位のものを選ぶことに合意した。

　また、正式要請書であるＡ－４フォームをＭ／Ｍ署名後速やかに提出するよう要請し

た。

(２) 専門家派遣

　GeoLabの活動に必要と判断される専門家についてパキスタン側より要請があった。そ

れらの専門家は以下のとおり（Ｍ／Ｍ　Annex５)。

１) 地球科学（ICP-MS)

２) 分析機器（ＸＲＤ、ＸＲＦ、ICP-AES他）

３) 環境地球化学（ICP-MS応用）

４) 地質学

５) 鉱物学
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４－３　パキスタン側の果たすべき役割４－３　パキスタン側の果たすべき役割４－３　パキスタン側の果たすべき役割４－３　パキスタン側の果たすべき役割４－３　パキスタン側の果たすべき役割

(１) GeoLabは活動を継続し、活動の成果を関係機関などに広めること。

(２) 供与機材にかかわる必要な消耗品などを用意すること。

(３) 供与機材にかかわる免税、通関及び倉庫の便宜を図ること。

(４) 専門家の技術移転に必要なＣ／Ｐを配置すること。

(５) 本アフターケアの成功に必要な措置を講じること。

４－４　日本人専門家へのクレーム４－４　日本人専門家へのクレーム４－４　日本人専門家へのクレーム４－４　日本人専門家へのクレーム４－４　日本人専門家へのクレーム

　パキスタン政府は、本アフターケア遂行に関連して日本人専門家に問題が起こった場合は、対

応措置を講じること。

４－５　協力期間４－５　協力期間４－５　協力期間４－５　協力期間４－５　協力期間

　ミニッツ署名の2000年11月16日から2002年３月31日まで。

４－６　プロジェクト活動の成果４－６　プロジェクト活動の成果４－６　プロジェクト活動の成果４－６　プロジェクト活動の成果４－６　プロジェクト活動の成果

　1998年から2000年までの活動の実績をＭ／Ｍに添付した（Annex７－１～７－４)。2000年か

ら2002年の活動計画をＭ／Ｍに添付した（Annex８)。
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．Ｍ／Ｍ１．Ｍ／Ｍ１．Ｍ／Ｍ１．Ｍ／Ｍ１．Ｍ／Ｍ

２．新聞記事２．新聞記事２．新聞記事２．新聞記事２．新聞記事

　　　当地新聞「ＮＥＷＳ」　　　当地新聞「ＮＥＷＳ」　　　当地新聞「ＮＥＷＳ」　　　当地新聞「ＮＥＷＳ」　　　当地新聞「ＮＥＷＳ」20002 0 0 02 0 0 02 0 0 02 0 0 0年年年年年11111 11 11 1月月月月月13131 31 31 3日付日付日付日付日付
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